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議案第２７号

令和６年度設楽町簡易水道事業会計予算

　（総 則）

令和６年度設楽町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

業務の予定量は、次のとおりとする。

(１)

(２)

(３)

(４)

原水及び浄水施設建設改良費

配水及び給水施設建設改良費

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中、地方公営

企業法の財務規定の適用に要する経費に充てるため、公営企業会計適用債４，８００千

円を借り入れ、水道施設の撤去費に充てるため、簡易水道運営基金２，６４０千円を取

り崩す。

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額８１，００２千円は、引継金６６，６２６千円、過年度損益勘定留

保資金１４，３７６千円で補てんするものとする。）

第１条

第２条

第３条

第４条

３３２,０６３千円

４７７,５２３千円

第２項

　（資本的収入及び支出）

２,４３８戸

４８７,８５２千円

第１項

第１款

第１項

第２項

営 業 費 用

一 日 平 均 給 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

水 道 事 業 収 益

収 入

支 出

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量 １,０５０,０００㎥

２,８７７㎥

営 業 収 益

営 業 外 収 益

１５２,４８２千円

３７２,７１０千円

　（収益的収入及び支出）

１,０００千円

第１款 水 道 事 業 費 用

４９０,３８３千円

１１７,６７３千円

９,３２９千円営 業 外 費 用

第３項 予 備 費
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起債の目的､限度額､起債の方法、利率及び償還の方法は､次のとおりと定める。

公営企業会計適用債

　（一時借入金）

一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)営業費用と営業外費用

第６条

第７条

５７０,８３３千円

収 入

第１款

支 出

第３項 他 会 計 補 助 金 １９３,８０７千円

　財政融資資金及び地方
公共団体金融機構資金に
ついては、その融資条件
により、銀行その他の場
合には、その債権者と協
定するものによる。ただ
し、町財政の都合により
据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借換えする
ことができる。なお、起
債の全部又は一部を翌年
度へ繰越して借入するこ
とができる。

建 設 改 良 費 ５１２,７６７千円

５４,０６６千円

第２項 他 会 計 負 担 金

４８９,８３１千円

第２項

資 本 的 支 出

分担金及び負担金 １１６,１６０千円

４６,２００千円基 金 取 崩 収 入

資 本 的 収 入

第１項

２７,０６４千円

償還の方法起債の目的 限 度 額

企 業 債 償 還 金

第１項

第５条

４,８００千円

第３項 予 備 費 ４,０００千円

第４項 補 助 金 ７５,０００千円

第５項 企 業 債 ３１,６００千円

第６項

起債の方法 利率

第１款

　（企業債）

簡易水道施設更新事業 ３１,６００千円  証書借入
 又は証券
 発行

　４.０％以内
(ただし､利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の
利率)
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費

　（他会計からの補助金）

簡易水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

２９６，７０７千円である。

愛知県設楽町長 土屋　浩

第８条

令和６年３月４日提出

第９条

３０,０７３千円
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あ
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予算に関する説明書

令和６年度

愛知県設楽町
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（単位：千円）

1 ．水道事業

収益 1 . 営業収益

1 ．給水収益

2 ．その他の営業収益

2 . 営業外収益

1 ．他会計負担金

2 ．他会計補助金

3 ．長期前受金戻入

4 ．雑収益

（単位：千円）

1 ．水道事業

費用 1 . 営業費用

1 ．原水及び浄水費

2 ．配水及び給水費

3 ．総係費

4 ．減価償却費

5 ．資産減耗費

2 . 営業外費用

1 ．

2 ．

3 ．雑支出

3 . 予備費

1 ．予備費

1,000

1,000

令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画

予定額

収益的収入及び支出

備考

490,383

117,673

114,996

2,677

372,710

4,210

102,900

1

265,599

款 備考項 目 予定額

支　出

487,852

477,523

71,136

21,840

収　入

款 項 目

250

32,301

349,606

2,640

9,329

8,422

657

支払利息及び企業債取扱
諸費

消費税及び地方消費税
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（単位：千円）

1 ．資本的収入

1 ．工事負担金

2 ．加入分担金

2 .

1 ．他会計負担金

3 .

1 ．他会計補助金

4 . 補助金

1 ．国庫補助金

2 ．県補助金

5 . 企業債

1 ．

6 .

1 ．基金取崩収入

（単位：千円）

1 ．資本的支出

1 . 建設改良費

1 ．原水及び浄水施設費

2 ．配水及び給水施設費

3 ．固定資産購入費

2 .

1 ．企業債償還金

2 ．その他企業債償還金

3 . 予備費

1 ．予備費

75,000

25,000

資本的収入及び支出

備考

収　入

分担金及び
負担金

1 .

46,200

款 項 目 予定額

489,831

31,600

31,600

46,200

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

193,807

193,807

27,064

27,064

50,000

款 項 目

支　出

4,000

企業債償還
金

4,000

備考

570,833

512,767

28,222

予定額

152,482

332,063

54,066

53,419

647

116,160

115,500

660

他会計負担
金

他会計補助
金

基金取崩収
入

11



（ 単 位 ： 千 円 ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３１,６００

固定資産除却費 ２,４００

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ ２２１

当年度純利益又は当期純損失（△） △ ３,５４２

減価償却費 ３４９,６０６

支払利息及び企業債取扱諸費 ８,４２２

長期前受金戻入額 △ ２６５,５９９

未収金の増減額（△は増加） ７,３０２

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 ０

利息の支払額 △ ８,４２２

業務活動によるキャッシュ・フロー ８１,４３１

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １８,７６８

分担金及び負担金による収入 １０５,６００

有形固定資産の除却による支出 △ ２,４００

一般会計からの繰入金による収入 ２００,１４２

国庫補助金等による収入 ６７,１８３

６０７,９５４

その他の企業債の償還による支出

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ ６４７

基金の取り崩しによる収入 ４８,８４０

その他の企業債による収入 ４,８００

令和６年度設楽町簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

資金期首残高 ５１４,１１７

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ５３,４１９

財務活動によるキャッシュ・フロー ３１,１７４

資金増加額（又は減少額） ９３,８３７

資金期末残高

未払金の増減額（△は減少） △ ７,４８８

有形固定資産の取得による支出 △ ３８９,２９３

小　計 ８９,８５３

賞与引当金の増減額（△は減少） △ １,０２７
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１　総括

※（　）内は短時間勤務職員

（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額727千円が含ま

れる。本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当

金繰入額154千円が含まれる。

比較 - - 102 386 △ 1,415 △ 927 △ 207 △ 1,134

前年度 8 (4)　 4 1,756 12,634 10,641 25,031 6,176 31,207

本年度 8 (4)　 4 1,858 13,020 9,226 24,104 5,969 30,073

給料 手当 計 法定福利費

給　与　費

合計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給与費明細書

530

540

△ 10

通勤手当

（千円）

区分

本年度

前年度

比較

区分

本年度

前年度

比較

手当

の内訳

927

681

246

休日勤務
手当

区分

職　員　数

特別職 一般職 報酬

（千円）

276

51

△ 30

6

6

勤勉手当

（千円）

2,363

3,113

△ 750

時間外
勤務手当

276

住居手当

（千円）

486

486

-

（千円）

（千円）

児童手当
管理職
手当

（千円）

110

30

80

扶養手当

（千円）

774

894

△ 120

期末手当

（千円）

2,908

3,739

△ 831

管理職特別
勤務手当

（千円）

21

特殊勤務
手当

（千円）

825

-

825

- -
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（１）　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は非常勤特別職、報酬は非常勤特別職分52千円

（２）　会計年度任用職員

※（　）内は短時間勤務職員

扶養手当 期末手当 勤勉手当
時間外

勤務手当

本年度

区分

（人） （千円） （千円） （千円）

5,969

前　年　度 52 12,634

80 -

（千円） （千円） （千円）

比　較 - 386 △ 1,415 △ 1,029

(8)    4 29,503

本　年　度 52

△ 207 △ 1,236-

28,26713,020 9,226 22,298(8)    4

-

- -

- - - - - - -

手当

の内訳 - -

- - - - - -

- - -

1,704

本　年　度 1,806 - - 1,806

(4)

- 102

- -

(4)

比　較 102 - - 102

法 定
福 利 費

合 計
報酬 給料

職　員　数
給　与　費

手当 計

10,641 23,327 6,176

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円）

774 2,908 2,363 927 110 486

894 3,739

（千円）

30 486

住居手当

（千円）

前年度

比較

区分

手当

の内訳 通勤手当
管理職
手当

児童手当 特殊勤務
手当

管理職特別
勤務手当

休日勤務
手当

21本年度

前年度

比較

3,113 681

246△ 831 △ 750

区分

276

（千円） （千円） （千円）

合 計
報酬 給料 手当 計

1,806

- - △ 10 - △ 30

825 276 540 6 51

（千円） （千円）（千円）

825

（人）

△ 120

前年度

比較

前　年　度 1,704 1,704 -

給　与　費

区分

（千円）

法 定
福 利 費

-

-

（千円） （千円）

職 員 数

530 6

- -

区分

本年度

-
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（１）　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（２）　会計年度任用職員 （単位：千円）

備　　考

扶養手当、期末手当、勤勉手
当、時間外勤務手当、休日勤
務手当、児童手当、管理職特
別勤務手当

給与改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分

制度改正に伴う
増減分

その他の増減分

△ 1,415

39

説　　　　　　　　　　明増　減　事　由　別　内　訳

347

手　当 0

２　給料及び職員手当の増減額の明細

給　料 386

増減額区分

最低賃金引上げによる増

区分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　考

報　酬 102

手　当 △ 1,415

給与改定に伴う
増減分

その他の増減分

制度改正に伴う
増減分

その他の増減分

102
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主事補
主事

主事 主査
課長補佐
所長補佐

室長

課長・支所長
議会事務局長

所長・次長

７　　　級

区　　　　　　　　　分 一般行政職

３級
４級

級
１級
２級

７級
計

５級

課長・支所長
議会事務局長

所長

３級
４級

１級
２級

７級
計

５級
６級

1

2
1

６級

令和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

50.0
25.0

職員数（人)
2
1

1

4

（３）　級別職員数

（２）　初任給

区　　　　　分 一般行政職　（円）
国の 制 度

一般行政職  （円）

高 　 校　  卒 166,600 166,600

大  　学　  卒 196,200 196,200

平　　 均 　　年 　　齢     （歳）

平　均　給　料　月　額　　（円）

平　均　給　与　月　額　　（円）

313,900

37.9

270,425

328,807

39.0

262,225

平　　 均 　　年 　　齢     （歳）

平　均　給　料　月　額　　（円）

平　均　給　与　月　額　　（円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

25.0

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

一般行政職

令和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

25.0

100.0

構成比（％）

4 100.0

区　　分

一般行政職

４　　　級

主任主査

　（級別の基準となる職務）
１　　　級 2　　　級 3　　　級 ５　　　級 ６　　　級

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

50.0

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

25.0
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（４）　昇給

（単位：月分）

（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分）

徴収手当

職員数

昇級に係る職員数

号給数別内訳

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

比率

区分

通 勤 手 当

最高限度35年勤続の者

47.709

同

異 通勤距離数に対する支給額

住 居 手 当

（８）　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

国の制度
（支給率等）

同上 同上同上 同上 同上

国の制度との異同

同

差異の内容

（６）　期末手当・勤勉手当

区分 支給率計

備考

支　給　率　等 47.709

区 分
その他の加算

措置等
定年前早期退職特
例措置2～45%加算

20年勤続の者

24.586875

25年勤続の者

33.27075

本年度

前年度

国の制度

６月 １２月

支給期別支給率

2.250

2.200

号給数別内訳

一般行政職

4

4

（Ａ）（人）

（Ｂ）（人）

区分

合計

4

4

100.0100.0（B)／（A）（％）

本

年

度

前

年

度

平均支給月額（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

全職種

167 167

4

4

100.0

4

4

（５）　特殊勤務手当

一般行政職

0.03 0.03

75.0

比率

75.0

2.250

2.250

2.200

2.250

4.50

4.40

4.50

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

備考

支給対象職員1人当たり

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

（令和６年１月１日現在）

100.0

職員数

昇級に係る職員数

（Ａ）（人）

（Ｂ）（人）

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

（B)／（A）（％）
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

ト．建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．ソフトウェア

無形固定資産合計

投資その他の資産

イ．基金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

35,924,620

△ 301,000 35,623,620

7,970,745,154

7,327,167,064

643,578,090

(2)

228,446,490

(1) 607,954,470

228,446,490

1,729,000

△ 708,000 972,571

333,111,560

317,458,560

7,096,991,574

1,729,000

(3)

(2)

4,665,954

△ 640,000 4,025,954

906,829,258

△ 15,653,000

工具器具及び備品減価償却累計額

(1)

43,786,839

634,329,024

508,807,024

令和６年度設楽町簡易水道事業　予定貸借対照表

（ 令和７年３月３１日 ）

資産の部

1,680,571

5,836,268,368

△ 521,157,000

△ 125,522,000

5,315,111,368
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

引当金

イ．賞与引当金

ロ．法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

建設仮勘定長期前受金

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

103,042,000

103,042,000

103,042,000

2,051,618

46,233,985

23,256,599

568,521,985

1,890,052,210

7,970,745,154

182,993,314

(1)

(2) △ 510,824,000

資本の部

5,162,861,759

6,080,692,944

1,787,010,210

(3)

349,309,200

(1) 5,490,692,445

(3)

727,000

154,000

881,000

(2) 302,194,215

568,521,985

(1)

44,182,367

(1)

545,265,386

負債の部
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注記（当年度）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 15年～50年

機械及び装置　 ６年～20年

車両運搬具　 ５年

工具器具及び備品　 ２年～10年

  ２．引当金の計上方法

    （１）貸倒引当金

            　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

    （２）退職給付引当金

　愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担金に

            ついては、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して

いない。

    （３）賞与引当金及び法定福利費引当金

            　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年

度末における支給及び支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

 のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は３０７，３７８千円である。

Ⅲ.その他の注記

引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金１，７５４千円を取り

 崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金

 ３７５千円を取り崩す。
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（
（単位：円）

１． 営業収益

給水収益

その他の営業収益

２． 営業費用

原水及び浄水費

配水及び給水費

総係費

減価償却費

資産減耗費

３． 営業外収益

他会計負担金

他会計補助金

長期前受金戻入

雑収益

４． 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出

５． 特別利益

固定資産売却益

その他特別利益

６． 特別損失

固定資産売却損

その他特別損失

当年度未処分利益剰余金

(1) 1,000

106,584,000

2,041,000 137,960,000

当年度純利益 106,584,000

(2) 2,040,000

31,376,000

(1) 1,000

経 常 損 失

9,200,000

(2) 5,969,000 15,169,000 311,688,000

343,064,000

(2) 77,030,000

(3) 31,591,000

(4) 314,265,000

(5) 9,776,000

107,854,000

(1) 70,228,000

(2) 25,058,000

(1) 104,546,000

(2) 3,308,000

令和5年4月1日から 令和6年3月31日 まで）

令和５年度設楽町簡易水道事業予定損益計算書

450,918,000

(1) 4,600,000

140,000,000 140,001,000(2)

営 業 損 失

(3) 245,225,000

(4) 2,000 326,857,000

(1)
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

ト．建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．ソフトウェア

無形固定資産合計

投資その他の資産

イ．基金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

令和５年度設楽町簡易水道事業　予定貸借対照表

（ 令和６年３月３１日 ）

資産の部

(1)

43,786,839

333,111,560

△ 69,098,000 539,574,024

1,680,571

△ 354,000 1,326,571

4,665,954

△ 4,175,000 328,936,560

5,836,268,368

△ 240,318,000 5,595,950,368

608,672,024

6,974,818,574

(2)

△ 320,000 4,345,954

460,898,258

工具器具及び備品減価償却累計額

1,920,000

(3)

277,286,490

277,286,490

7,254,025,064

1,920,000

556,042,324

7,810,067,388

(1) 514,117,324

(2) 42,226,000

△ 301,000 41,925,000
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

引当金

イ．賞与引当金

ロ．法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

建設仮勘定長期前受金

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

負債の部

578,357,208

(1)

557,848,258

20,508,950

578,357,208

(1)

53,418,495

646,267

54,064,762

375,000

2,129,000

(2) 227,386,449

(3)

1,754,000

(1)

5,916,473,178

資本の部
1,787,010,210

283,580,211

(1) 5,116,767,445

(2) △ 245,225,000

5,054,535,759

182,993,314(3)

7,810,067,388

106,584,000

106,584,000

106,584,000

1,893,594,210
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注記（前年度）

　令和５年度から、簡易水道事業に地方公営企業法の財務規定等を適用し、地方公営企業会計基準に即した

財務諸表を作成している。

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 15年～50年

機械及び装置　 ６年～20年

車両運搬具　 ５年

工具器具及び備品　 ２年～10年

  ２．引当金の計上方法

    （１）貸倒引当金

            　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

    （２）退職給付引当金

　愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担金に

            ついては、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して

いない。

    （３）賞与引当金

            　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年

度末における支給及び支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

 のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は３１６，２１１千円である。
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予 算 参 考 資 料

令和６年度

愛知県設楽町
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令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（収　入）

2.その他営業
　収益

2,677 3,308 △ 631

その他特別利益 0 140,000 △ 140,000

固定資産売却益 0 1 △ 1

特別利益 0 140,001 △ 140,001

4.雑収益 1 2 △ 1

2.営業外収益 372,710 329,171 43,539

1.他会計負担金

3.長期前受金
　戻入

265,599 245,225 20,374

2.他会計補助金 102,900 76,344 26,556

1.水道事業収益 490,383 587,480 △ 97,097

款 項 目 本年度 前年度

1.営業収益 117,673 118,308 △ 635

1.給水収益

比較

114,996 115,000 △ 4

4,210 4,600 △ 390

消費税及び
地方消費税
還付金

0 3,000 △ 3,000
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（単位：千円）

水道料金

検針事務負担金

一般会計負担金

一般会計補助金

一般会計補助金

建物災害共済金

（廃目）

（廃項）

（廃目）

（廃目）

1

1.その他営業収益 2,677 2,677

1.その他雑収益 1

102,900

5.他会計補助金 112,048 112,048

7.その他長期前受金 69 69

70,754

2.県補助金 54,836 54,836

3.受贈財産評価額 17,774 17,774

4.工事負担金 3,092 3,092

6.加入者分担金 7,026 7,026

1.国庫補助金 70,754

1.他会計補助金 102,900

説明
区分 金額

節

1.水道料金 114,996 114,996

1.他会計負担金 4,210 4,210
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令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

3.総係費 32,301 32,440 △ 139

2.配水及び給水
　費

21,840 24,560 △ 2,720

1.原水及び浄水
　費

71,136 76,710 △ 5,574

1.水道事業費用 487,852 470,488 17,364

1.営業費用 477,523 458,147 19,376

款 項 目 本年度 前年度 比較
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（単位：千円）

備消品費

燃料費

通信運搬費

水質検査委託

田口浄水場保守点検業務委託

水道技術者派遣指導業務委託

電気保安業務委託

非常用発電装置点検保守委託

清掃委託

電気計装施設等保守点検委託

原水及び浄水施設修繕費

浄水施設電気料

浄水施設薬品費

備消品費

水質検査委託

検便委託

給水栓毎日検査委託

漏水調査業務委託

配水及び給水施設修繕費

材料費

水道審議会委員（8名）

水道検針員（4名）

職員給（2名)

扶養手当

通勤手当

住居手当

期末手当

22.動力費 28,860 28,860

12,100

6,600

26,277

881

242

2,970

1,122

11.燃料費 26 26

418

803

150

52

2.給料 5,591 5,591

3.手当 3,187 318

1.報酬

18.修繕費 14,000 14,000

24.材料費 100 100

1,858

1,806

109 109

19

15.委託料 7,631 4,119

633

2,860

23.薬品費 3,625 3,625

10.備消品費

200

15.委託料 2,362

18.修繕費 9,232 9,232

14.通信運搬費 2,916 2,916

10.備消品費 200

節
説明

区分 金額
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令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

3.総係費1.水道事業費用 1.営業費用

款 項 目 本年度 前年度 比較
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（単位：千円）

勤勉手当

児童手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

休日勤務手当

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

共済組合負担金

退職手当組合負担金

水道審議会委員費用弁償

普通旅費

水道検針員費用弁償

備消品費

図書費

燃料費

通信運搬費

検針事務委託

検針機器保守委託

企業会計アドバイザリー委託

公金収納手数料

車検等手数料

口座振込手数料

住民情報システム使用料

水道管路図用タブレットリース料

重機借上料

企業会計システム使用料

水道メーターデータ配信料

車両等修繕費

17.使用料及び賃借料 4,898 2,183

395

500

1,765

55

18.修繕費 99 99

16.手数料 600 363

102

15.委託料 9,231 3,967

固定資産調査及び固定資産台帳等作成
業務委託

3,080

1,576

135

608

11.燃料費 677 677

14.通信運搬費 216 216

7.旅費 9

10.備消品費 1,231 1,182

49

50

65

124

727

154

5.法定福利費 2,358 1,519

839

金額

4.賞与等引当金
　繰入額

881

3.手当

100

節
説明

区分

655

240

500

3
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令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

1.水道事業費用 1.営業費用 3.総係費

特別損失

3.雑支出 250 100 150

657 0 657

3.予備費

1.予備費 1,000 1,000 0

1,000 1,000 0

2.消費税及び地
　方消費税

4.減価償却費 349,606 314,265 35,341

5.資産減耗費 2,640 △ 7,532

款 項 目 本年度 前年度 比較

1.支払利息及び
　企業債取扱諸
　費

8,422 9,200 △ 778

10,172

0 2,041 △ 2,041

△ 2,040

2.営業外費用 9,329 9,300 29

固定資産売却損

その他特別損失

0

0

1

2,040

△ 1
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（単位：千円）

26.負担金 三河山間地域水道整備促進連盟負担金

県簡易水道協会設楽支部負担金

県簡易水道協会負担金

水源林保全事業負担金

水源林対策事業負担金

火災保険料

自動車損害保険料

自動車重量税

印紙税

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具・器具備品減価償却費

ソフトウェア減価償却費

構築物撤去費

企業債利息

消費税及び地方消費税

過誤納還付金

予備費

（廃項）

（廃目）

（廃目）

657

1.固定資産撤去費 2,640 2,640

1,000

1.雑支出 250 250

1.予備費 1,000

8,422

1.消費税及び地方消
　費税

657

1.有形固定資産減価
　償却費

35.公課費 8 5

3

354

11,478

280,839

56,424

320

349,415

92

34.保険料 349 245

104

59

32

315

495

節
説明

993

区分 金額

2.無形固定資産減価
　償却費

191

1.企業債利息 8,422

191
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令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（収　入）

1.資本的収入

31,600 56,700 △ 25,100

2,0001.国庫補助金

4.補助金 75,000 72,000 3,000

6.基金取崩収入 46,200 31,086 15,114

50,000

5.企業債 31,600 56,700 △ 25,100

1.建設改良費等
の財源に充てる
ための企業債

2.県補助金 25,000 24,000 1,000

48,000

1.基金取崩収入 46,200 31,086 15,114

193,807 △ 45,286

27,950 △ 886

2.他会計負担金 27,064

116,160 50,160 66,000

239,093

3.他会計補助金 193,807 239,093 △ 45,286

1.他会計補助金

2.加入分担金 660 660 0

款 項 目 本年度 前年度 比較

489,831 476,989 12,842

27,950 △ 886

1.他会計負担金 27,064

1.分担金及び
　負担金

1.工事負担金 115,500 49,500 66,000
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（単位：千円）

水道施設公共補償

加入者分担金

一般会計負担金

一般会計補助金

生活基盤施設耐震化等補助金

建設改良等企業債

簡易水道運営基金取崩収入

1.水道事業債 31,600 31,600

1.国庫補助金 50,000

46,200

1.県補助金 25,000

115,500

説明
区分 金額

1.基金取崩収入 46,200

節

1.工事負担金 115,500

660

三河山間地域簡易水道等施設整備費補
助金

25,000

193,807

1.加入者分担金 660

1.他会計補助金 193,807

27,0641.他会計負担金 27,064

50,000
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令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（支　出）

3.固定資産購入
　費

28,222 2,717 25,505

2.配水及び給水
　施設費

332,063 21,959

1.資本的支出 570,833 673,432 △ 102,599

1.建設改良費

1.原水及び浄水
　施設費

152,482 160,710 △ 8,228

512,767 473,531 39,236

款 項 目 本年度 前年度 比較

310,104
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（単位：千円）

集中監視システム整備工事

導水管移設工事

膜モジュール更新工事

次亜ポンプ取替工事

原水濁度計取替工事

残留塩素計取替工事

職員給（2名)

扶養手当

管理職手当

通勤手当

住居手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

管理職特別勤務手当

休日勤務手当

共済組合負担金

退職手当組合負担金

実施設計書等作成業務委託

配水管仮設工事

配水管布設替等工事

配水管布設工事

次亜ポンプ取替工事

メーター器

水道メーター定期交換工事

276

21

427

3.手当 5,312 456

36.工事請負費

2,750

6,050

3,982

7,429

46,200

説明

152,482

55,000

36.工事請負費 293,865 11,000

2,365

7,3221.機械及び装置固定
　資産購入費

28,222

20,900

2.給料 7,429

33,000

60,500

22,00015.委託料 22,000

5.法定福利費 3,457

3

10

1,387

290

407

336

1,699

2,342

1,115

節

区分 金額

225,500
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令和６年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（支　出）

1.資本的支出

款 項 目 本年度 前年度 比較

1.企業債償還金 53,419 55,254 △ 1,835

2.企業債償還金 54,066 55,900 △ 1,834

1.予備費 4,000 4,000 0

2.その他企業債
償還金

647 646 1

3.予備費 4,000 4,000 0

基金積立金 0 140,001 △ 140,001

基金積立金 0 140,001 △ 140,001
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（単位：千円）

建設改良等企業債償還金

公営企業会計適用債償還金

予備費

（廃項）

（廃目）

1.水道事業債償還金 53,419

区分 金額

節
説明

4,0001.予備費 4,000

53,419

1.その他企業債
　償還金

647 647
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下水道事業会計予算書

令 和 ６ 年 度

愛知県設楽町
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議案第２８号

令和６年度設楽町下水道事業会計予算

　（総 則）

令和６年度設楽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

業務の予定量は、次のとおりとする。

(１)

(２)

(３)

(４)

管渠建設改良費

処理場建設改良費

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中、地方公営

企業法の財務規定の適用に要する経費に充てるため、公営企業会計適用債６，８００千

円を借り入れる。

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額１１３，３０９千円は、引継金９９，７７３千円、過年度損益勘定

留保資金１３，５３６千円で補てんするものとする。）

営 業 外 費 用 ６,９１７千円

第３項

　（資本的収入及び支出）

第１条

６６３㎥

１０７,３２０千円

第２条

一 日 平 均 排 水 量

１,１８２戸

２４２,０００㎥

接 続 戸 数

年 間 総 排 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

　（収益的収入及び支出）

収 入

３８８,３１９千円

３７,３６０千円

３５０,９５９千円

第１款

第１項

下 水 道 事 業 費 用

第４条

３４７,６８１千円

５５８,０１５千円

第３条

予 備 費 ２,０００千円

３５６,５９８千円

第２項

営 業 費 用

第１款

第１項

第２項

支 出
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一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)営業費用と営業外費用

６１１,６５７千円

　（一時借入金）

限 度 額

支 出

第１款

第３項 補 助 金

　４.０％以内
(ただし､利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の
利率)

起債の方法

２９,３００千円特定環境保全公共下水
道施設整備事業

起債の目的

資 本 的 支 出 ７２４,９６６千円

収 入

第１款

第７条

分担金及び負担金

償還の方法

　財政融資資金及び地
方公共団体金融機構資
金については、その融
資条件により、銀行そ
の他の場合には、その
債権者と協定するもの
による。ただし、町財
政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えする
ことができる。なお、
起債の全部又は一部を
翌年度へ繰越して借入
することができる。

６,８００千円

 証書借入
 又は証券
 発行

利率

農業集落排水施設
更新事業

１９,１００千円

公営企業会計適用債

第６条

第４項 企 業 債 ４８,４００千円

２１９,９０８千円

第１項

第２項 他 会 計 補 助 金 ３２６,９５９千円

資 本 的 収 入

１６,３９０千円

　（企業債）

第５条　起債の目的､限度額､起債の方法、利率及び償還の方法は､次のとおりと定める。

第３項 予 備 費

第１項 建 設 改 良 費 ６６５,８８５千円

８,０００千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ５１,０８１千円
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費

　（他会計からの補助金）

下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

４５４，７５４千円である。

愛知県設楽町長 土屋　浩

令和６年３月４日提出

第９条

第８条

２１,２０６千円
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予算に関する説明書

令和６年度

愛知県設楽町
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（単位：千円）

1 ．下水道事業

収益 1 . 営業収益

1 ．下水道使用料

2 . 営業外収益

1 ．他会計負担金

2 ．他会計補助金

3 ．長期前受金戻入

4 ．

（単位：千円）

1 ．下水道事業

費用 1 . 営業費用

1 ．管渠費

2 ．処理場費

3 ．総係費

4 ．減価償却費

2 . 営業外費用

1 ．

3 . 予備費

1 ．予備費

17,137

65,481

51,682

213,381

6,917

6,917

備考

356,598

347,681

款 項 目 予定額

支出

消費税及び地方消費税還
付金 2,866

37,360

37,360

350,959

39,223

127,795

181,075

令和６年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画

予定額

収益的収入及び支出

備考

388,319

収　入

款 項 目

2,000

2,000

支払利息及び企業債取扱
諸費
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（単位：千円）

1 ．資本的収入

1 .

1 ．加入者分担金

2 .

1 ．他会計補助金

3 . 補助金

1 ．国庫補助金

2 ．県補助金

4 . 企業債

1 ．

（単位：千円）

1 ．資本的支出

1 . 建設改良費

1 ．管渠建設改良費

2 ．処理場建設改良費

3 ．固定資産購入費

2 .

1 ．企業債償還金

2 ．その他企業債償還金

3 . 予備費

1 ．予備費

備考

724,966

665,885

550

予定額

558,015

款 項 目

支　出

51,081

107,320

8,000

219,908

170,000

資本的収入及び支出

備考

収　入

16,390

16,390

326,959

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

326,959

款 項

分担金及び
負担金

他会計補助
金

企業債償還
金

8,000

目 予定額

611,657

1,145

49,936

48,400

48,400

49,908
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法定福利費引当金の増減額（△は減少） ７

財務活動によるキャッシュ・フロー ４,１１９

資金期末残高 ４３３,１７３

資金期首残高 ４０４,３４３

資金増加額（又は減少額） ２８,８３０

支払利息及び企業債取扱諸費 ６,９１７

未収金の増減額（△は増加） ２７,７００

小　計

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ５０３,２３０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６９,８２６

加入者分担金による収入 １０,３３５

一般会計からの繰入金による収入 ２９２,６９０

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ６,９１７

業務活動によるキャッシュ・フロー ９４,５３７

１０１,４５４

未払金の増減額（△は減少） ５,５７８

貸倒引当金の増減額（△は減少） ３０

長期前受金戻入額 △ １８１,０７５

減価償却費 ２１３,３８１

賞与引当金の増減額（△は減少） △ ２１

（ 単 位 ： 千 円 ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 ２８,９３７

令和６年度設楽町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ４８,４００

その他の企業債の償還による支出 △ １,１４５

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ４９,９３６

その他の企業債による収入 ６,８００

国庫補助金等による収入 １３０,３７９
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１　総括

（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額1,352千円が含

まれる。本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引

当金繰入額298千円が含まれる。

　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

※（　）内は非常勤特別職、報酬は非常勤特別職報酬

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区分

比較 - - △ 360

-

区分
児童手当 特殊勤務

手当
単身赴任

手当

（千円） （千円）

比較

比較 - 1 - 2,563 1,077 3,640 932 4,572

前年度 10 2 65 7,485 5,490 13,040 3,594 16,634

本年度 10 3 65 10,048 6,567 16,680 4,526 21,206

本年度 540 5 0

前年度 540 5 360

78 584 394 30 351

（千円）

660 1,716 1,431 67 159 552

本年度 738 2,300 1,825 97 510

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

932 4,572

手当

の内訳

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当

時間外
勤務手当

通勤手当
管理職
手当

比　較 ( - )    1 - 2,563 1,077 3,640

552

前年度

4,526 21,206

前　年　度 (10)    2 65 7,485 5,490 13,040 3,594 16,634

本　年　度 (10)    3 65 10,048 6,567 16,680

職　員　数
給　与　費 法 定

福 利 費
合 計

報酬 給料 手当 計

比較 - - △ 360

前年度 540 5 360

（千円）

本年度 540 5 0

2,300 1,825 97 510

-

区分
児童手当

特殊勤務
手当

単身赴任
手当

（千円） （千円）

比較 78 584 394 30 351

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手当

の内訳

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当

時間外
勤務手当

通勤手当
管理職
手当

552

前年度 660 1,716 1,431 67 159 552

本年度 738

給与費明細書

区分

職　員　数 給　与　費

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 法定福利費 合計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
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（１）　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（２）　会計年度任用職員 （単位：千円）

-

-

昇給に伴う増加分

- 給与改定に伴う増
減分

その他の増減分
-

扶養手当、期末手当、勤勉
手当、時間外勤務手当、通
勤手当、単身赴任手当

35

100

区　 分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　考

その他の増減分 2,428 異動による増

手　当 1,077 制度改正に伴う増
減分

その他の増減分 1,077

給　料 2,563 給与改定に伴う増
減分

0

２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　 分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　考

- 制度改正に伴う増
減分

その他の増減分
-
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７　　　級

一般行政職
主事補
主事

主事 主査 主任主査
課長補佐
所長補佐

室長

課長・支所長
議会事務局長

所長・次長

課長・支所長
議会事務局長

所長

　（級別の基準となる職務）
区　　分 １　　　級 2　　　級 3　　　級 ４　　　級 ５　　　級 ６　　　級

７級
計 2 100.0

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

６級

１級
２級

５級 1 50.0

1 50.0
３級
４級

７級
計 3 100.0

５級 1 33.3
６級

３級
４級

級 職員数（人) 構成比（％）
１級 1 33.3
２級 1 33.3

（３）　級別職員数
区　　　　　　　　　分 一般行政職

（２）　初任給

区　　　　　分 一般行政職　（円）
国の 制 度

一般行政職  （円）

高 　 校　  卒 166,600 166,600

一般行政職

平　均　給　料　月　額　　（円） 278,133

平　均　給　与　月　額　　（円） 321,089

平　　 均 　　年 　　齢     （歳）

大  　学　  卒 196,200 196,200

令和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

令和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

（１）　職員１人当たり給与

３　給料及び職員手当の状況

38.9

平　均　給　料　月　額　　（円） 311,100

平　均　給　与　月　額　　（円） 356,700

平　　 均 　　年 　　齢     （歳） 45.4

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分
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（４）　昇給

（単位：月分）

（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分）

徴収手当

支給対象職員1人当たり
139 139

平均支給月額（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率（％） 0.03 0.03

支給対象職員の比率（％）
75.0 75.0

（令和６年１月１日現在）

6号給（人）

（５）　特殊勤務手当

区分 全職種 一般行政職

8号給（人）

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 異 通勤距離数に対する支給額

（８）　その他の手当

区 分 国の制度との異同 差異の内容

扶 養 手 当 同

国の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上

最高限度
その他の加算

措置等
備考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置2～45%加算

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

国の制度 2.250 2.250 4.50 有

前年度 2.200 2.200 4.40 有

本年度 2.250 2.250 4.50 有

区分
支給期別支給率

支給率計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月 １２月

（B)／（A）（％） 100.0 100.0

前

年

度

比率 （B)／（A）（％） 100.0 100.0

職員数 （Ａ）（人） 2 2

昇級に係る職員数 （Ｂ）（人） 2 2

号給数別内訳

2号給（人）

4号給（人）

号給数別内訳

2号給（人）

区分 合計 一般行政職

職員数 （Ａ）（人） 3 3

昇級に係る職員数 （Ｂ）（人） 3 3本

年

度

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

（６）　期末手当・勤勉手当

比率
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（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該事業年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳

期間 金額 期間 金額 一般会計補助金

7,260 7,260
下水道経営戦略策定業務
(公共下水道・農業集落排水)

7,260 － － 令和６年度
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

ト．建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．ソフトウェア

無形固定資産合計

投資その他の資産

イ．基金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

(1)

46,747,180

資産の部

令和６年度設楽町下水道事業　予定貸借対照表

（ 令和７年３月３１日 )

1,080,818

437,818

265,388,186

251,367,186△ 14,021,000

6,778,881,858

4,981,070,452

△ 276,101,000 4,704,969,452

△ 115,529,000

(2)

2,352

2,352

1,256,379,415

1,140,850,415

634,507,455

工具器具及び備品減価償却累計額

△ 643,000

0

1,351,000

(2)

1,351,000

(3)

21,000,865

21,000,865

(1) 433,173,194

6,801,233,723

634,940,074

201,859,880

△ 93,000 201,766,880

7,436,173,797
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

引当金

イ．賞与引当金

ロ．法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

建設仮勘定長期前受金

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金
資本剰余金

イ．国庫補助金
ロ．県補助金
ハ．受贈財産評価額
ニ．他会計補助金
資本剰余金合計
利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

(1)

452,535,423

負債の部

490,133,085

(1)

52,765,583

(3)

1,352,000

298,000

1,650,000

(2) 380,591,122

(2)

639,293,265

(1)

(2) △ 345,807,000

資本の部

438,623,275

(1) 6,125,516,185

1,207,000

(3) 16,002,347

7,436,173,797

54,231,000

54,231,000

72,412,640

711,705,905

10,579,606

51,639
18,181,640

3,616,570

56,382,153

37,597,662

490,133,085

5,795,711,532

6,724,467,892

6,343,395
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注記（当年度）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 15年～50年

機械及び装置　 ６年～20年

車両運搬具　 ５年

工具器具及び備品　 ２年～10年

  ２．引当金の計上方法

    （１）貸倒引当金

            　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

    （２）退職給付引当金

　愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担金

            については、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上

していない。

    （３）賞与引当金及び法定福利費引当金

            　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業

年度末における支給及び支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５４６，５１５千円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

　１．報告セグメントの概要

　下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、それぞれ

運営方針等を決定していることから特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の２つを報告

セグメントとしている。なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業の内容

市街地及びその周辺地区から排出される汚水を処理する業務

農村地区から排出される汚水を処理する業務

事業区分

農業集落排水事業

特定環境保全公共下水道事業
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　２．報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負債その他

の項目の金額

　当年度（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） （単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　他会計繰入金

　減価償却費

Ⅳ.その他の注記

引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金１，３７３千円を取り

 崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当

 金２９１千円を取り崩す。

3,263,559

29,000
212,949

△ 183,949
21,892

3,759,956

389,117

110,916
134,712

11,002

3,460,909

56,102
78,669

4,964
124,825

△ 119,861
7,045

3,676,218

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加額

6,724,468

特定環境保全公共
下水道事業

農業集落排水事業 合計

33,964
337,774

△ 303,810
28,937

7,436,174

400,119

167,018
213,381
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（
（単位：円）

１． 営業収益

下水道使用料

２． 営業費用

管渠費

処理場費

総係費

減価償却費

３． 営業外収益

他会計負担金

他会計補助金

長期前受金戻入

４． 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費
雑支出

５． 特別利益

固定資産売却益

６． 特別損失

固定資産売却損

その他特別損失

当年度未処分利益剰余金

317,572,000

令和5年4月1日から 令和6年3月31日 まで）

令和５年度設楽町下水道事業予定損益計算書

(1) 21,895,000

(2) 58,556,000

(1) 37,257,000

280,315,000

(2) 123,393,000

(1) 35,380,000

(1) 7,050,000
(2) 9,056,000 16,106,000

25,294,000

1,792,000 △ 1,790,000

当 年 度 純 利 益 25,294,000

(2) 1,790,000

323,505,000

37,257,000

(3) 164,732,000

営 業 損 失

(3) 44,059,000

(4) 193,062,000

(1) 2,000

307,399,000
27,084,000

(1) 2,000

経 常 利 益

2,000
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

ト．建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．ソフトウェア

無形固定資産合計

投資その他の資産

イ．基金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

△ 63,000 155,394,000

559,736,575

6,961,000,298

21,000,865

6,401,263,723

(1) 404,342,575

(2) 155,457,000

1,500,000

(3)

21,000,865

1,500,000

6,378,762,858

(2)

0 2,352

21,656,455

工具器具及び備品減価償却累計額

△ 337,000 743,818

2,352

△ 6,973,000 258,415,186

4,981,070,452

△ 135,404,000 4,845,666,452

1,255,879,415

令和５年度設楽町下水道事業　予定貸借対照表

（ 令和６年３月３１日 )

資産の部

(1)

46,747,180

265,388,186

△ 50,348,000 1,205,531,415

1,080,818
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

引当金

イ．賞与引当金

ロ．法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

建設仮勘定長期前受金

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金
資本剰余金

イ．国庫補助金
ロ．県補助金
ハ．受贈財産評価額
ニ．他会計補助金
資本剰余金合計
利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

43,475,640

682,768,905

6,961,000,298

(2)

25,294,000

25,294,000

(1)
10,579,606
6,343,395

51,639
18,181,640

(2) △ 164,732,000

5,469,279,532

6,278,231,393

資本の部
639,293,265

16,002,347(3)

1,207,000

317,634,064

(1) 5,618,009,185

(3)

1,373,000

291,000

1,664,000

51,078,441

(2) 264,891,623

491,317,797

(1)

49,935,046

1,143,395

負債の部

(1)

456,901,960

34,415,837

491,317,797
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注記（前年度）

　令和５年度から、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業に地方公営企業法の財務規定等を適

用し、地方公営企業会計基準に即した財務諸表を作成している。

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 15年～50年

機械及び装置　 ６年～20年

車両運搬具　 ５年

工具器具及び備品　 ２年～10年

  ２．引当金の計上方法

    （１）貸倒引当金

            　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

    （２）退職給付引当金

　愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担金

            については、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上

していない。

    （３）賞与引当金及び法定福利費引当金

            　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業

年度末における支給及び支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５４２，３９６千円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

　１．報告セグメントの概要

　下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、それぞれ

運営方針等を決定していることから特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の２つを報告

セグメントとしている。なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

特定環境保全公共下水道事業 市街地及びその周辺地区から排出される汚水を処理する業務

農業集落排水事業 農村地区から排出される汚水を処理する業務
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　２．報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負債その他

の項目の金額

　当年度（令和５年４月１日～令和６年３月３１日） （単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　他会計繰入金

　減価償却費

　特別利益

　特別損失

特定環境保全公共
下水道事業

農業集落排水事業 合計

5,248 32,009 37,257
111,619 205,953 317,572

△ 106,371 △ 173,944 △ 280,315
△ 1,952 29,036 27,084
3,148,126 3,812,874 6,961,000
2,939,862 3,338,369 6,278,231

42,794 115,979 158,773
68,124 124,938 193,062

1 1 2
501 1,291 1,792

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加額 236,468 46,870 283,338
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予 算 参 考 資 料

令和６年度

愛知県設楽町
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令和６年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（収　入）

115,548 12,247

316,660 34,299

35,380 3,843

164,732 16,343

款 項 目 本年度 前年度 比較

37,360 40,981 △ 3,621

1.下水道事業
　収益

1.営業収益

1.下水道使用料

388,319

37,360 40,981 △ 3,621

2 △ 2

2.営業外収益

3.長期前受金
　戻入

181,075

357,643 30,676

2.他会計補助金 127,795

1,000 1,866

2 △ 2

350,959

1.他会計負担金 39,223

4.消費税及び
　地方消費税
　還付金

2,866

特別利益 0

固定資産売却益 0
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（単位：千円）

公共下水道使用料

農業集落排水施設使用料

一般会計負担金

一般会計補助金

一般会計補助金

（廃項）

（廃目）

説明
区分 金額

1.他会計補助金 127,795

1.下水道使用料 37,360

127,795

5,460

31,900

39,2231.他会計負担金 39,223

30,651

1.国庫補助金 17,471 17,471

2.県補助金 78,657 78,657

3.受贈財産評価額

1.消費税及び地方消
　費税還付金

節

2,866 2,833

33

消費税及び地方消費税還付金（公共下水）

消費税及び地方消費税還付金（農集排）

30,651

48,831

5.加入者分担金 5,465 5,465

4.他会計補助金 48,831
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令和６年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

332,457 24,141

1.営業費用 347,681 319,615 28,066

24,080 △ 6,943

356,598

61,872

3.総係費 51,682 40,601 11,081

1.管渠費

2.処理場費 65,481

款 項 目

17,137

1.下水道事業
　費用

本年度

3,609

前年度 比較
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（単位：千円）

通信運搬費

管渠維持修繕費（公共下水）

管渠維持修繕費（農集排）

マンホールポンプ電気料

発電機等燃料代

田口浄化センター水道料（公共下水）

通信回線料

高圧電気保安管理委託（農集排）

処理施設管理業務委託

し尿処理施設等管理業務委託（公共下水）

汚泥引抜手数料（農集排）

各種検査手数料

汚泥処理手数料（公共下水）

発電機等リース料（農集排）

処理場維持修繕費（公共下水）

処理場維持修繕費（農集排）

処理場電気料

処理場用薬品費

下水道審議会委員（10名）

職員給（3名)

扶養手当

管理職手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

説明

22.動力費 7,392

50315.委託料

33,988

35,613

14.通信運搬費 99 99

1,122

12.光熱水費

228

3,960

11.燃料費 228

7,392

18.修繕費 6,930

区分 金額

2,815

2,970

14.通信運搬費 2,815

20

14,867

97

5

438

770

23.薬品費 1,264 1,264

22.動力費 8,533 8,533

18.修繕費 3,300 1,650

17.使用料及び賃借料 349 349

16.手数料 16,075

1,650

552

510

1,527

1,246

540

3.手当

20

2.給料 10,048

1.報酬

節

65

10,048

65

5,215 738
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令和６年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

前年度 比較款 項 目 本年度

1.下水道事業
　費用

1.営業費用 3.総係費
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（単位：千円）

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

共済組合負担金

退職手当組合負担金

下水道審議会委員費用弁償（公共下水）

備消品費

図書費

燃料費

農集排施設電気料（農集排）

一般通信運搬費（農集排）

下水道経営戦略策定業務委託

監視システム保守点検業務委託（農集排）

公金収納手数料

車検等手数料

口座振込手数料

浄化槽清掃手数料（農集排）

各種検査手数料（農集排）

会場借上料（公共下水）

電柱使用料（農集排）

住民情報システム使用料

土木積算システム使用料（公共下水）

企業会計システム使用料

車両等一般修繕費（公共下水）

浄化槽等一般修繕費（農集排）

日本下水道協会会費（公共下水）

愛知県下水道協会会費（公共下水）

中部地方下水道協会会費（公共下水）

検針事務負担金

県土地改良事業団体連合会負担金（農集排）

地域環境資源センター負担金（農集排））

1,004

11

204

418

5.法定福利費 4,228

節
説明

4.賞与等引当金
　繰入額

1,650

7.旅費 11

1,352

298

880

30

2,039

398

7,260

66

固定資産調査及び固定資産台帳等作成
業務委託

103

5,088

252

62

11.燃料費

26.負担金 3,770

14.通信運搬費 418

16.手数料

110

41

20

企業会計アドバイザリー委託 2,660

3

16

8

2,678

全国町村下水道推進協議会愛知県支部
会費（公共下水）

2,310

2

2,090

1,922

2,546 275

216

12.光熱水費 66

15.委託料 15,310

10.備消品費 314

204

17.使用料及び賃借料

4,510

559

2,720

1,508

区分 金額

18.修繕費 2,420
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令和６年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

2,000 0

2,000

213,381 193,062 20,319

3.予備費

款 項 目 本年度 前年度 比較

1.下水道事業
　費用

1.営業費用 3.総係費

2.営業外費用

1.支払利息及び
　企業債取扱諸
　費

6,917 7,050 △ 133

2,000 0

1.予備費 2,000

消費税及び地方
消費税

0 2,000 △ 2,000

6,917

4.減価償却費

特別損失 0 1,792 △ 1,792

固定資産売却損 0 2 △ 2

その他特別損失 0 1,790 △ 1,790

9,050 △ 2,133
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（単位：千円）

火災保険料

自動車損害保険料

下水道賠償責任保険料

自動車重量税（農集排）

印紙税（農集排）

貸倒引当金繰入額（農集排）

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費（公共下水）

ソフトウェア減価償却費（公共下水）

企業債利息（公共下水）

企業債利息（農集排）

（廃目）

予備費

（廃項）

（廃目）

（廃目）

30

34.保険料 290 173

68

49

説明

903

37.貸倒引当金繰入額 30

節

区分 金額

35.公課費 9

65,181

1.有形固定資産減価
　償却費

213,232

2,000 2,0001.予備費

2

7

306

2.無形固定資産減価
　償却費

149

6,014

7,048

140,697

149

1.企業債利息 6,917
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令和６年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（収　入）

192,370 27,538

143,500 26,500

48,870 1,038

4.企業債 48,400 43,500 4,900

1.国庫補助金 170,000

49,908

1.分担金及び
　負担金

16,390

2.他会計補助金 326,959 250,700 76,259

1.他会計補助金 326,959 250,700 76,259

2.県補助金

43,500 4,900

3.補助金

1.建設改良費等
の財源に充てる
ための企業債

48,400

219,908

1.資本的収入 611,657

款 項 目 本年度

513,949 97,708

前年度 比較

27,379 △ 10,989

1.加入者分担金 16,390 27,379 △ 10,989
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（単位：千円）

加入者分担金

一般会計補助金

社会資本整備総合交付金（公共下水）

農山漁村地域整備交付金（農集排）

農山漁村地域整備交付金（農集排）

建設改良等企業債（公共下水）

建設改良等企業債（農集排） 19,100

16,390

29,3001.下水道事業債 48,400

1.公共下水道事業費
　補助金

120,000

1.農地費補助金 49,908

120,000

1.他会計補助金 326,959 326,959

説明
区分 金額

節

1.加入者分担金 16,390

49,908

2.農地費補助金 50,000 50,000
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令和６年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（支　出）

49,936

724,966 572,316 152,650

項 目 本年度 前年度 比較

47,917 2,019

2.企業債償還金

3.固定資産購入
　費

550

1.企業債償還金

1,650 △ 1,100

665,885

51,081 49,080

515,236 150,649

1.資本的支出

1.建設改良費

1.管渠建設改良
　費

558,015 360,000 198,015

款

2,001

3.予備費 8,000 8,000 0

1.予備費 8,000 8,000 0

2.その他企業債
償還金

1,145 1,163 △ 18

2.処理場建設
　改良費

107,320 153,586 △ 46,266
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（単位：千円）

管渠詳細設計委託（公共下水）

管渠修繕費（農集排）

管渠布設工事（公共下水）

農業集落排水施設改築工事

名倉地区農業集落排水施設改築委託

処理場修繕費（農集排）

処理場ＬＥＤ電灯交換工事（農集排）

建設改良等企業債償還金（公共下水）

建設改良等企業債償還金（農集排）

公営企業会計適用債償還金（公共下水）

公営企業会計適用債償還金（農集排）

予備費

1.その他企業債
　償還金

1.下水道事業債
　償還金

715マンホールポンプ更新設計委託（農集排）

473

672

非常用発電機（農集排）

48,577

36.工事請負費 546,200

36.工事請負費 2,420

18.修繕費 1,100

金額

節

区分

49,936

1,100

1.機械及び装置固定
　資産購入費

550 550

18.修繕費 1,100 1,100

103,800

8,000

1,145

1.予備費 8,000

15.委託料 103,800

15.委託料 10,715

2,420

46,200

500,000

1,359

10,000

説明
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